
本人・地域記入の個別避難計画に関する取組事例
福祉避難所への直接避難に関する取組事例

（令和３年度個別避難計画作成モデル事業報告書から）

※令和４年11月14日（月）開催の、第３回ノウハウ共有ミーティングの
参考資料４において、後日ポータルサイトに掲載予定と御紹介したもの
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上越市「福祉避難所への直接避難の調整プロセス」
※令和３年度個別避難計画作成モデル事業報告書80ページ一部抜粋

福 祉 避 難 所 へ 直 接 避 難 に 至 っ た 経 緯

6

○ 地震や大雨などによる洪水などで大きな災害が起きると、多くの人が避難所での不自由な生活を余儀なくされ、と
りわけ障害を持つ方や介護が必要な方は一般の避難所での生活は困難になることを心配し、一般の避難所よりも過ご
しやすい環境で生活してもらえるよう、福祉避難所への直接避難に取り組んだ。

福祉避難所の指定から個別避難計画更新まで

① 市内の社会福祉法人等40法人に対して、施設の受入可能人数を把握するための予備調査を実施（平成28年）

② 40法人97施設を指定避難所として指定をするとともに、福祉避難所の設置及び運営の協定を締結（平成29年1月）
２か月間で市の職員が対象世帯を訪問し、405人の個別避難計画を作成（全員、福祉避難所へ直接避難可能）

③ 福祉避難所の対象者の更新（新規登録）はシステムにより３か月に一度実施（約150人の新規候補者）

④ 候補者の事前調査を、市の職員が手分けし居宅介護支援事業所のケアマネジャーに「近況」と「今後の予定」につい
て聞き取りを実施。訪問調査が必要な候補者を50人程度まで絞り込み、自宅近く、利用施設などから候補施設を選定

⑤ 職員による候補者の自宅訪問調査を行い、福祉避難所の説明・本人の容体確認、避難所までの移動方法・避難先の希
望を確認し本人に同意を得て、個別避難計画を作成。一人暮らしの高齢者等は町内会に依頼。

⑥ 避難受入先の施設に文書にて受入可否の確認。可能なら本人に通知、不可能なら別の施設を探し受入先を決定

⑦ 福祉避難所への避難対象者になったことを、町内会、民生委員、施設の連絡調整員※に通知
※連絡調整員は市の職員で、全庁体制で全ての避難所に配置している。避難所開設時は避難所と災害対策本部の連絡調整を行う

福 祉 避 難 所 の 運 営 体 制

〇 開設基準として、基本的には市の災害対策本部で決定する一般避難所の開設の動きに合わせて福祉避難所も開設

〇 避難所が開設される場合は、福祉避難所の避難対象者である本人または家族に連絡して、避難所開設の説明をし、
避難対象者の現状や避難方法について確認する。

〇 福祉避難所を開設した場合は市職員（連絡調整員）を派遣し災害対策本部と連絡調整を行う。

〇 避難対象者の介助は、家族が実施し、施設職員は介助の支援を行う。

令和３年３月末現在
高齢者施設78施設、障害者施設24施設の計102施設を福祉避難所として指定、高齢者271人、障害者181名の計452人について個別避難計画を作成済
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